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海外情報

中国の野菜消費需要の変動と構造（後編）

５　野菜消費需要のアンケート調査分析

マクロデータの分析のみでは、中国国民
の野菜消費の地位と現状を全面的に映し出
すことは不可能であることを考慮し、本章
では、ミクロ的視点に基づくデータを採用
して野菜購入の特徴、消費の行方、消費構
造などの情報についてさらに踏み込んだ分
析を行っていきたい。前章からわかったの
は、中国国民は、生活水準の向上につれて
野菜消費をより重視するようになるという
ことである。ここからは、生活水準が比較
的高く、野菜消費をより重視する都市居住
者を例に挙げて分析を行っていく。中でも
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野菜は、中国国民の食生活に欠かすことのできない食料品であり、経済発展と農業生
産技術の進歩、また、流通網の整備などによって、供給される野菜の種類は多岐にわたっ
ている。近年は、畜産物需要の高まりなどから野菜消費は減少傾向にあるものの、１人
当たり消費量では日本に比べ高い水準にある。コロナ禍を契機に、eコマース（ＥＣ）ルー
トによる野菜の購入が少しずつ伸びるなど変化が表れてきた。
なお、本稿は、次の七つの項目で構成されているが、紙面の関係上、前月（１２月号）
の１～４に続き、１月号では５～７を掲載する。
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2．中国の野菜消費の段階的区分
3．マクロ的視点からの野菜消費需要の構造
4．一般家庭から見た野菜消費の特徴
5．野菜消費需要のアンケート調査分析
6．新型コロナウイルス感染拡大が国民の野菜消費に及ぼす影響
7．まとめ

【要約】

より代表的なのは北京市である。首都であ
る北京市は、一般家庭の所得が全国トップ
クラスで、さらに野菜などの食品の栄養価
値を理解し、消費に対してより理性的な傾
向を持つ。北京市の都市居住者をサンプル
として研究を行い、ミクロ的視点から一定
の代表的意味を研究していく。以上を踏ま
えて、本章では２０１９年に行った北京市
都市一般家庭野菜消費調査アンケートの
データを利用する。アンケート調査では合
計２８０世帯、地域としては北京市東城区、
西城区、昌平区、朝陽区、房山区、豊台区、
海淀区、石景山区の計８エリアにわたる家
庭を対象としている。一部、記入が無効で
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あったアンケートを除き、最終的に２６２
世帯分のサンプルを得た。アンケートの有
効回答率は８７. ３％である。

（１）北京市民の外食
表２の通り、北京市民の１週間の外食回
数は１～２回に集中し、全体の５５. ６％
を占めている。３回以上外食する家庭の
１６. ８％を含めると、合計７２. ４％に
達している。また、１週間に一度も外食し
ない家庭は全体の２７. ６％であった。外

食は既に市民の日常生活の一部となってい
る。さらに、外食によって野菜消費量が減
少した家庭は全体の５３. ４％、増加した
家庭は全体の１０. １％、影響しない家庭
は３６. ５％で、外食が相当程度の家庭の
野菜消費量を減少させていることが分か
る。一方、外食が野菜の消費品目に影響し
ていない家庭は６４. ６％に達し、品目か
ら見ると、外食が日常的な野菜消費構造を
変えることはないようだ。

表２　北京市の一般家庭の外食による野菜消費状況
１週間の
外食回数

家庭数
（世帯） 割合 野菜消費

への影響
家庭数
（世帯） 割合 野菜消費品種

への影響
家庭数
（世帯） 割合

０回 72 27.6% 無し 69 36.5% 無し 122 64.6%

１～２回 145 55.6% 増えた 19 10.1% 増えた 17 9.0%

３回以上 44 16.8% 減った 101 53.4% 減った 50 26.4%

（２）消費されている野菜の品目
図６の通り、消費品種から見ると、家庭
消費では葉菜類を主とする消費者が最も多
く、サンプル全体の３７. ８％を占めた。
次が果菜類で３５. ５％、両方を合わせる
と７３. ３％に達している。ここから、北
京市民は消費選択の際にこの２つの野菜品
目をより重視する傾向にあり、野菜消費の
中心的位置にあることが分かる。過去と比
較すると、野菜の消費品目が変化した市民
の人数は１３９人で、サンプル全体の
４９. ２％を占め、その変化は消費品目の
増加を主体としている。マクロ的な視点か
ら見ると、こうした変化が出現した原因と
しては、市場で流通する品目の数が過去と
比べて明らかに多くなり、市民の日常的な

消費の選択肢が豊富になったことが挙げら
れるが、市民の所得水準が上がり、野菜の
品質や栄養価値を重視し始めたことも彼ら
が消費品目を増やしている要因といえる。
昔は、野菜生産の季節性が国民の野菜消
費の季節性に直結していた。すなわち、冬
が来れば貯蔵に耐え得る白菜やだいこん、
じゃがいもなどの消費を主としていた。と
ころが、農業技術が向上し、農業の周年供
給が実現したこと、同時に、全国規模で地
域を越えた供給流通網が著しい発展を遂げ
ているなど、冬でも南部の野菜を北部に輸
送することが可能となり、北方住民の野菜
消費ニーズが保証されるようになった。さ
らに、中国人の消費方式も欧米食の影響を
受けるようになった。まとめると、消費野
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図６　北京市一般家庭の野菜消費種類
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注：茎菜類は肥大した茎を食用する野菜で、たまねぎ、にんにく、れんこんなどが含まれる。
　　花菜類は花らいを食用する野菜で、ブロッコリー、カリフラワー、アーティチョークなどが含まれる。

いるとはいえ、調査を実施した２０１９年
は、まだ、野菜購買ルートの主流には至っ
ていないことが分かる。
生活必需品として、新鮮で安全な野菜の

入手を保証するため、野菜の購入回数は必
然的に多くなる。週１回と週２回の購入頻
度は、それぞれ６. １％と４０. ８％、合
計で４６. ９％であった。これは、野菜の
消費・確保として多くの家庭が「保存式」
を第一の選択としていることを示してい
る。この頻度を選択した野菜購入者は、主
に子育て中の比較的若い夫婦であり、グ
ループ全体の４２.１％を占める。理由は、
大多数の若いグループには野菜を購入する
時間が無いことが挙げられる。また、週に
４回以上野菜を購入する消費者はサンプル
全体の２４. ８％を占めたが、これは主に
高齢者グループである。彼らには比較的多
くの時間があるため、毎日１回、野菜市場
や大型スーパーに行き、新鮮でお得な商品
を選択すると同時に、野菜の購入を生活上

菜品目の変化は、以上の要因、すなわち、
国民の野菜消費の一貫性、野菜消費品種の
多様化、消費方式の差異化が総合的に作用
した結果といえる。

（３）購買ルートと頻度から見た野菜消費
方式

生産地から末端消費者までのルートを考
えたとき、野菜が向かう先は、主にスーパー
などの小売、飲食、食堂、加工であり、市
民の野菜購買方式は小売市場を主とする。
さまざまな種類の野菜の購買ルートを選択
するとき、市民は、その収入レベル、価格
水準、買物の利便性などの影響を受けるこ
とになるが、主な購買ルートとしては、社
区（地域）の市場を選択する市民の割合が
最も高く、５８. ０％を占めている。続い
てスーパーマーケットが４０. ５％で、Ｅ
Ｃルートを選択する北京市民はわずか
１. ５％に留まった（表３）。以上から、
ＥＣルートでの野菜購入は徐々に普及して
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表３　野菜購買ルート
購買ルート 人数 割合

主に近郊の市場 152 58.0%

主にスーパーマーケット 106 40.5%

主にＥＣルート 4 1.5%

の楽しみにもしている。
北京市の一般家庭の現在の野菜購買ルー
トに対する満足度は比較的高く、「満足」
と答えた家庭は８３. ９％に上る。市民が
最も重視する理由のトップ３は、「買物が
便利」「価格が安い」「野菜が新鮮」である。
反対に、「不満」と答えた家庭は１６. １％
であった。不満とする理由のトップ３は、
「価格」「鮮度」「距離と品質」である。こ
こから分かるのは、北京市の一般家庭は現
在の野菜購買ルートにおおむね満足してお
り、また、野菜産業が提供する販売方式も
市民の消費需要に合致しているなど、従来
の販売ルートが充分に成熟しているという
ことである。
なお、北京市の一般家庭が野菜購入に対
してより重視する要素は、「買物が便利」「野
菜の価格」「鮮度」であった。

（４）品質安全型野菜の需要
今、中国で言われている品質安全型野菜

（以下「安全野菜」という）とは、主とし
て有機野菜とエコロジー野菜認証（注３）の基
準に達している野菜を指す。安全野菜の消
費は、所得、製品価格、入手可能性などの
要素の影響を受けると思われる。市民が選
択する野菜は一般的な野菜が主で、サンプ
ル全体の８０. ５％に上るが、安全野菜を
選択する割合は少なめで、さらに、より基
準が上がるほど購入人数は減少する。これ

は、市民の安全野菜に対するニーズがまだ
十分ではないことを示している。市民の野
菜消費の選択に影響を与えているのは、安
全野菜と価格に対する関心度だ。

（注３）�政府の指定した市場認証機構が認証するも
ので、全国一律のエコロジー野菜認証リス
ト、認証基準、認証ルールおよび認証マー
クが定められている。認証に当たり市場認
証機構は、認証材料の審査、現場での野菜
検査などを行う。エコロジー野菜認証の有
効期間は１年間となる。

過去の研究結果によると、市民の安全野
菜への関心度は高まっており、徐々に安全
野菜を購入する方向に傾いている。一方で、
市民の価格への関心が高まるほど安全野菜
を購入しなくなる傾向も見られ、両者の安
全野菜の消費行為に対する傾向は逆向きの
関係にある。今回の研究では、価格への関
心度が高まるほど安全野菜への関心は下降
傾向にある。図７の通り、安全野菜に「全
く関心が無い」と「あまり関心が無い」グ
ループは全体の５１. ５％、「少し関心があ
る」と「非常に関心がある」グループは全
体の２５. ９％を占めている。一方、価格
に関心を持つグループでは、「全く関心が
ない」と「あまり関心がない」グループは
２２. ５％、「少し関心がある」と「非常に
関心がある」グループは５３. １％を占め
ている。
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６　�新型コロナウイルス感染拡大が国民の
野菜消費に及ぼす影響

２０２０年に発生したＣＯＶＩＤ－１９
の世界的流行を受け、中国政府は厳格な管
理措置の敢行を決定し、感染拡大の回避に
努めた。一般家庭の野菜消費に対するＣＯ
ＶＩＤ－１９の影響について分析を行った
結果、野菜消費の変化をつかむことができ
た。本章では、２０２０年２月に中国全土
の一般家庭２８１世帯を対象に行った野菜
消費アンケート調査のデータを利用して、
コロナ禍にさらされた一般家庭の野菜消費
の変化を分析した。調査範囲は広域にわた
り、全国２４省、２００以上の区県をカバー
している。なお、調査研究当時から調査研
究後に至る感染拡大状況の影響は刻々と変
化しており、そのため、本研究はあくまで
２０２０年初め、ＣＯＶＩＤ－１９発生時
における中国国民の野菜消費への影響のみ
を反映していることを指摘しておく。

（１）野菜の消費量と価格
ＣＯＶＩＤ－１９の感染防止対策が国民

の野菜消費量に与えた影響は、それほど大
きくない。表４から、全家庭総数の
４４. ８％がＣＯＶＩＤ－１９感染拡大防
止対策期間中も野菜の消費量は「変わらな
い」としており、半数近くの家庭はコロナ
禍の影響を受けていないことが分かる。こ
れは、野菜供給市場における、例えば、交
通部門で行われた輸送過程での予防・抑
制、消毒など各種対策下での農産物の輸送、
財政部門の救済資金拠出による貯蔵施設の
建設サポート、野菜販売場所の定時消毒支
援といった、一連の積極的な対応措置の成
果だといえる。しかし、国民が外出制限を
受け、一部の近郊の自由市場が閉鎖される
などの措置の影響で、２９. ２％の一般家
庭では、この期間、野菜消費が減少してお
り、こうした状況下でも野菜消費量が増え
たという国民はわずか４分の１程度に留
まっている。

エコロジー野菜認証
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図７　エコロジー野菜認証（安全野菜）と野菜価格への関心の度合い
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コロナ禍の期間は、野菜供給、市場流通
などの要素の影響で、国民が購入する野菜
の価格は軒並み上昇した。７５. １％の国
民が、野菜価格が普段と比べて一定程度上
昇したため必然的に野菜の消費支出も増え
たと述べている。考えられる原因としては、
ＣＯＶＩＤ－１９発生後、一部の消費者が
心理的パニックに陥り、外出による野菜購
入回数を減らして買いだめに走ったこと
で、野菜消費価格が軒並み上昇したことが
想定される。調査を行った２４省のうち、
すべての省の住民が、自身が購入する野菜
価格の上昇を感じており、今回のコロナ禍
が全国規模で野菜価格の底上げをもたらし
たことが分かる。

（２）野菜の購入頻度
野菜の多くは保存がきかず、また日常的
に食する生活必需品であることから、新鮮
かつ安全な野菜を確保するため、野菜の購
入回数と頻度の保証は必須である。コロナ
禍の影響を受け、国民の外出による野菜購
入が制限された結果、国民は、新鮮な食用
野菜の確保と、外出回数および外出時間の
最大限の削減という選択を迫られることに
なった。ＣＯＶＩＤ－１９の感染拡大期間
において、１回の購入量で一家全員が野菜
を消費できる日数を３日とした世帯が最も
多く、３３. １％を占めた。次が５日で

１９. ２％を占め、両者を合計すると全家
庭の半数以上に達する。これは、この期間、
多くの家庭でまとめ買いによる野菜消費が
第一選択肢になっていることを示してい
る。３日または５日であれば野菜の鮮度を
維持することができ、外出回数を相応に減
らすことも可能となる。

（３）野菜購買ルートの変化
平常時、国民が野菜の購買ルートを選択
する場合は、収入レベル、価格水準、買物
の利便性などいくつかの要素が総合的に作
用して行う。しかし、今回のＣＯＶＩＤ－
１９の感染防止対策期間では、野菜価格の
上昇、野菜供給物流網の障害、野菜購入場
所の閉鎖などの要素の影響を受け、国民は
新たな変化に対応することを余儀なくされ
た。図８から分かる通り、ＣＯＶＩＤ－
１９の発生後、国民のスーパーマーケット
やＥＣルートにおける野菜購入支出の割合
が増加する傾向が見られるようになった。
増加分は、近隣近郊の市場における野菜購
入支出の減少分がそのままスライドしたも
のである。このうち、スーパーマーケット
での野菜購入支出の割合は６１. ２％で、
１２. ８％の増加、ＥＣルートでの支出割
合は元の６. ０％から９. ７％まで伸びて
いる。一方、近隣近郊の市場での野菜購入
支出が占める割合は１６. ６％減少した。

表４　ＣＯＶＩＤ－１９感染拡大防止対策期間の家庭野菜消費量の変化
選択項目 人数 比率

増えた 73 26.0%

減った 82 29.2%

変わらない 126 44.8%
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ＣＯＶＩＤ－１９の発生時、スーパー
マーケット、特にＧＭＳと呼ばれる総合
スーパー（多種多様な衣食住全般の商品を
一括して取り扱う大規模小売店）の優位性
は、ただ野菜の品質や種類に対する信頼だ
けでなく、ほかの生活用品も購入できるこ
とにあった。さらに、スーパーマーケット
の入口には基本的に体温測定器が設けられ
ているため、比較的安全と見られ、近隣近
郊の市場に行かなくなった消費者の大部分
がスーパーに流入したと考えられる。また、
ＣＯＶＩＤ－１９による外出制限はＥＣ
ルートを通じた野菜消費を刺激することに
なった。ＥＣルートの優位性は、配送サー
ビスによる外出回数の削減だが、それが消

費者の一部でＥＣルートでの野菜購入を促
し、野菜購入支出の割合の増加につながっ
たものと考えられる。アンケートの結果、
コロナ発生以前はＥＣルートで野菜を購入
したことがなかった１９６世帯のうち、
３７世帯が利用を開始し、さらに、その消
費支出の割合が野菜消費支出全体の半分以
上を占める家庭は３２. ４％に上った。ま
た、コロナが発生する前からＥＣルートで
買物をしていた家庭は８５世帯だったが、
そのうち３２. ９％でＥＣルート上の支出
割合が拡大している。これは、野菜関連の
ＥＣルートの発展にとってよい傾向といえ
よう。

コロナ禍以前
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図８　コロナ禍前後の野菜購入ルートにおける消費支出割合の変化

７　まとめ

本稿では、まず中国の野菜消費の歴史的
変遷と構成について分析を行い、中日両国
の野菜消費の特徴を比較することで、中国

野菜の特性を把握した。そして、これを基
準に都市居住者を代表とする、現在の一般
家庭における野菜の地位と現状を分析し、
一般家庭の野菜消費の特徴を把握した。最
後に、新型コロナウイルス感染拡大と結び
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付けて、一般家庭の野菜消費に与えた影響
について分析を行った。結論の要点は、以
下の通りである。

（１）中国の野菜生産は消費需要を安定的
に満たすことができ、大部分を占める食用
需要のみならず、その他用途の消費量の増
加率も大きい。野菜の損耗量をさらに削減
すれば、野菜産業の発展にも有効である。
経済の発展に伴い、中国の野菜消費需要の
構造に変化が発生し、家庭消費以外にも、
外食、加工、飼料などの用途の消費量も大
きく伸び、野菜消費の地位を大幅に向上さ
せている。

（２）中国の野菜消費自給率は日本を遥か
に凌ぐ。同時に、中国の野菜消費は多様で、
１人当たりの平均年間野菜消費量も多い。
２０１７年の中国の野菜自給率は
１０１. ９％で、日本の同８０. ４％を
２１. ５％も上回っている。また、中国人
の１人当たりの平均年間野菜消費量は
３７７. ２キログラムであり、日本の同
９１. １キログラムを大きく上回る。なお、
２０１７年の野菜損耗量は総消費需要の
８. ５％に達し、これは日本（同８. ９％）
と同程度である。

（３）購買ルートと購入頻度から住民の野
菜消費方式を見た。購買ルートは主に近隣

近郊の市場とスーパーマーケットであり、
ＥＣルートと農場による直販なども着実な
伸びを見せている。一般家庭の野菜消費の
動機付けは、利便性重視型、経済性重視型、
品質（鮮度）および栄養面重視型の３種類
に区分される。利便性重視型の一般家庭の
野菜消費では、野菜の購入が便利か否かを
より重視している。野菜市場はおおむね「買
い手市場」で、住民の野菜購入価格への感
度は高めである。経済性重視型の一般家庭
では、野菜の経済実用性がより重視されて
いる。住民の選択として、葉菜と果菜類に
片寄る傾向があり、これらは住民の野菜消
費の中心となっている。また、安全な野菜
に対する住民の需要はまだ熟しておらず、
価格への関心度が高くなるにつれ、安全な
野菜への関心が下降する傾向にある。

（４）ＣＯＶＩＤ－１９の感染防止対策が
国民の野菜消費量に与えた影響もさほど大
きくないものの、対策期間中は野菜供給や
市場流通などに一定の制約があったこと
で、国民が購入する野菜の価格が軒並み上
昇した。さらに、外出制限から野菜の購入
量が限られたため、１回当たりの野菜購入
量は増加傾向にあった。これら増加分は
スーパーマーケットやＥＣルートでの購入
によるものであり、その一方で、近隣近郊
の市場での購入は減少している。


